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本研究では，都市に水路を新たに整備し，親水空間を創出しようとした場合，どのような形状が住民に支
持されるのか，また，それらの選好を規定している要因について住民アンケートデータをもとにベイジア
ンネットワークにより確率論的に評価した．植生があるタイプは 57％，水辺にアクセス可能なタイプは
64%の支持を得ていたが，いずれも望まない人も 11％存在した．これらのタイプ選択については，水辺に
対する意識，環境問題への意識の影響が支配的で，居住地周辺環境は影響をほとんど与えていなかった．
水路タイプを選定するにあたっては，住民の水辺全般への意識や環境問題意識を踏まえ，その多様な選好
の存在を十分に認識する必要があり，合意形成の場において，それらの情報を共有することが重要である．
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1. はじめに

都市における水辺は，身近な自然空間を形成する
機能，親水空間を創出する機能，オープンスペース
を提供する機能，ヒートアイランド現象を緩和する
機能，地域固有の歴史と文化を育む機能などを有し，
災害時においては，消火用水や緊急的な生活用水な
どに利用できる水源となる．近年，都市再生をめざ
すまちづくりの中で，都市における水辺が注目され，
水面の復活についての様々な取組が全国各地で進め
られている1）-3）．
水路を活用した水面の復活のアプローチとして，

A）既存水路の改変，B）新規水路整備が挙げられる4）．
A）については，現状の保全（景観，機能，歴史的

価値）に加え，環境空間，親水機能の付与などを目的
として，植生の回復，水辺へのアクセス改善，維持用
水の導入，浄化や導水による水質改善，暗渠の開渠
化といった対応が主に行われている．その際，既存
の資産を改変することから，整備方針を決めるにあ
たって住民の意見を聴取している例が多い5）．

B）については，治水目的の整備を除くと，公園整
備，街区開発あるいは再開発地域において親水空間
として整備されることが多い．その際，水路の形状
は，公園や街区の整備コンセプトをもとに設計され
るが，まだ地域との関わりが存在しないこともあり，

計画にあたって住民の意見を聴取している例は少な
い6）, 7）．B）に近い事例として，暗渠の開渠化が挙げ
られる．木下ら8）は，東京都世田谷区における暗渠
の開渠化による緑道せせらぎ整備において，反対運
動が展開され，計画に 3年を費やした事例を報告し
ている．反対する理由として，安全性，ゴミの投棄，
治安の悪化，地権問題が挙げられたが，高齢者を中
心とした，開渠化によって過去の当地域の水害記憶
を想起があった．最終的には上記のような課題を住
民間で共有し，協議会の中で 1つ 1つ解決策を模索
しながら，合意形成に至っている．当計画は，全体
としては，専門家側が空間目標イメージを提案・先
導する「空間像先導型」で進められたものの，細部の
空間像については，住民参加によって空間像を形成
する「プロセス主導型」で形成されたことを指摘し
ている．新規に水路を整備して親水空間を創出する
場合，住民はその姿を具体的にイメージすることが
できない．そのため，実際の計画段階ないし整備後
に，水路をめぐって予想外のトラブルが発生する可
能性がある．新規に水路整備を計画するにあたって
は，既存の水路の改変以上に住民の選好を把握する
ことが重要と考える．
以上の問題意識に立ち，本研究では，仮に既存の

街区に水路を新たに整備し，親水空間を創出しよう
とした場合，どのような形状が支持されるのか，ま
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た，それらの選好を規定している要因を，住民アン
ケートデータをもとに明らかにすることで，都市に
おいて求められる水辺の整備施策の一助となる情報
の提供を行う．なお，本研究では，著者らの既往研
究9）の調査データを解析に供したのと同時に，その
結果の一部を援用した．

2. 研究の手法

（1）水路タイプの設定
水路タイプを定義する要素は，川幅，水深，護岸形

状など多岐にわたるが，本研究では，親水空間創出
を目的とした水路整備を想定していることから，主
に護岸形状に着目し，護岸の植生と水辺アクセスを

軸として，タイプ A（植生有，水辺アクセス無），タ
イプ B（植生有，水辺アクセス有），タイプ C（植生
無，水辺アクセス有），タイプ D（植生無，水辺アク
セス無）の 4つを想定した．また，その状態をイメー
ジしやすくするために実在する水路の写真を提示す
ることとした．水路タイプ選択の質問を図-1に示
す．

（2）調査方法および調査対象者
調査方法として，インターネット調査会社（以下

調査会社と記す）に登録しているモニターに対して
回答を依頼し，回答データを得るシステムであるオ
ンラインアンケート法を用いた．また，本研究では，
都市部での下水処理水を活用した水路整備を想定し
ていることから，調査対象者は，東京都，神奈川県，
埼玉県，千葉県のうち，都心から 50km圏内で，下水
道が整備されている市町の住民を対象とした．

（3）調査内容
まず，居住地周辺に水路が整備されるとした場合，

望ましいと考える水路タイプを尋ね，水路整備に賛
成した回答者は賛成した理由を，反対した回答者に
は反対した理由を問う．
次に，水辺全般の利用方法（複数選択），利用頻度

（択一），水辺全般に対する意識・環境問題全般への
意識・居住地周辺環境への意識（7段階リッカート尺
度）を，最後に，年齢・性別・居住地等の個人属性に
ついて問う．

（3）ベイジアンネットワークについて
ベイジアンネットワークとは，変数間の定性的な

依存関係を非環式グラフ構造によって表し，変数間
の因果関係や相関関係といった依存関係を，その変
数の間に定義される条件付き確率によってモデル化
する手法である10）．任意の 2つの事象 a，bについ
て，aが原因系，bが結果系となる場合の条件付き確
率 p（a|b）をパラメータθとする．回答者の各事象
に関する回答データ行列を X，パラメータθの集合
をΘ，構築したネットワークモデルをMとする．こ
こでは，データとモデルが与えられた際のパラメー
タ推定を行うが，p（Θ |X,M）を求めることになり，
これにベイスの定理を適用すると以下のようにな
る．

pΘ X , M =
pX Θ, M pΘ|M 

pX|M 

p（X|Θ,M）は尤度（likelihood）と呼ばれ，事前分
布 p（Θ |M）と尤度 p（X|Θ,M）の積により事後分布

図-1 水路タイプ選択の質問
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p（Θ |X,M）を求めるが，その際，事後分布が最大と
なるようにパラメータ推定を行う．

3. 調査結果の概要

（1） アンケート調査
調査は，2012年 2月 24日～27日に実施した．サ
ンプルの回収数を表-1に示す．有効回答数は 6, 870

名であった．年齢層別でみると，70歳以上の女性が
対象地域における実際の構成より少なかった．

（2）水路タイプの選択結果
水路タイプの選択結果を図-2に示す．タイプ B

（植生有，水辺アクセス有）が最も支持が高く
（35. 1%），次いでタイプ C（植生無，水辺アクセス有）
でとなり（28. 5%），水辺アクセスが可能な形状の支
持が高かった．また，水路整備に反対する人は 4. 2%

にとどまった．

（3） 水路タイプ別の支持者の特徴
各質問を水路タイプ選択者別に集計した結果，水
路タイプ選択においては，居住地（都県レベル）およ
び居住地周辺環境の評価との関連はなく，水辺全般
への意識や利用，環境問題全般への意識と関連がみ
られた．水路タイプ別の支持者の特徴を以下に示

す．詳細については文献 9）を参照されたい．
【タイプ B】（植生有，水辺アクセス有）：水辺全般

に対し肯定的な意識を持ち，環境問題全般について
も関心が高い．水辺全般の利用は活発かつ多様であ
る．男性および 60歳以上から支持されている．
【タイプ D】（植生無，水辺アクセス無）：水辺に対
して危険，怖い，気持ち悪いといった意識が強く，こ
れらの問題を生じさせないタイプ D を選好してい
た．女性ないし 20歳代から支持が高い．
【タイプ A】（植生有，水辺アクセス無），【タイプ

C】（植生無，水辺アクセス有）：水辺全般に対する意
識は平均的で大きな差がないが，タイプ C選択者は，
水辺を公園のようなレジャー空間として利用する傾
向があり，利用が容易な形状であるタイプ Cを選好
している．タイプ Aは女性からの支持が高い．
【導入反対者】：水辺全般に対し否定的な意識を持

ち，環境問題全般についても関心が低い．水辺全般
を利用しない人が多い．年齢層は 50歳未満に多い．

4. 水路タイプの選択に影響を与える因子とそ
の影響度評価

前章で，水路タイプの選択においては，水辺全般
への意識や利用，環境問題全般への意識と関連があ
ることを述べた．本章では，4つの水路タイプの選
択を目的変数，水辺全般への意識，環境問題への意
識，居住地周辺環境の認識の水準を説明変数として，
ベイジアンネットワークによって，水路タイプの選
択に影響を与える因子とその影響度を，因果関係を
含めて確率論的に評価する．
なお，居住地周辺環境の認識は，水路タイプの選

択に直接の影響を与えていなかったが，水辺全般へ
の意識，環境問題への意識に間接的に影響を与えて
いる可能性を想定して説明変数に加えた．

（1）分析の手順
水路タイプの選択データについて，タイプ A～D

および「整備に反対」の 5つ選択肢（図-1参照）それ
ぞれについて，選択した場合は「選択あり」しなかっ
た場合は「選択なし」にバイナリー化した上で目的
変数とする．

7段階リッカート尺度で問うた水辺全般への意識，
環境問題への意識，居住地周辺環境の認識の回答結
果について，「強くそう思う」「そう思う」「ややそう
思う」「なんともいえない」「あまりそう思わない」
「そう思わない」「全くそう思わない」をそれぞれ 3，
2，1，0，-1，-2，-3点として得点する．次に質問ご

表-1 サンプルの人口構成（単位：%）

図-2 水路タイプの選択結果
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とに因子分析を行い，それぞれの意識・認識を構成
する因子を抽出する．さらに，回答者ごとの各因子
得点について，平均点（0）より大きい場合は「意識
（認識）高」，平均点以下の場合は「意識（認識）低」
にバイナリー化した上で説明変数とする．
以上によって得られた，水辺全般への意識，環境

問題への意識および居住地周辺環境の認識の高低
と，水路タイプの選択の 7つの変数をもとにベイジ
アンネットワークを構築し，水路タイプ別の選択確
率を推定する．

（2）分析結果
水辺全般への意識，環境問題への意識，居住地周

辺環境の認識の回答結果について，因子分析（バリ
マックス回転）を行い，固有値が 1以上の因子を抽
出した．分析には IBM SPSS Statistics Ver. 23を用い
た．水辺全般への意識は 2因子が抽出され，各質問
項目の因子負荷量から，第 1因子を「水辺有用感」，
第 2因子を「水辺不要感」と定義した（表-2）．環境
問題への意識は 1因子のみが抽出されたので「環境
問題意識」と定義した．居住地周辺環境の認識では
3因子が抽出され，それぞれ「田園感」「市街地感」
「郊外感」と定義した（表-3）．
これらの因子得点を前述の方法で回答者ごとにバ

イナリー化したデータを説明変数，水路タイプの選
択データを目的変数に見立ててベイジアンネット
ワークを作成した．なお，ネットワーク図作成にあ
たっては，目的変数が原因系となるような線（有効
辺）を与えないような制約条件を与えている．モデ
ルの作成に当たっては R

11）の deal パッケージ12）を
用いた.

得られたモデルを図-3に示す．水路タイプの選択
に直接の影響を与えているのは水辺全般への意識と
環境問題意識であった．次に，水路タイプ選択に関
する条件付き確率を表-4に示す．
タイプ A（植生有，水辺アクセス無）については，

どのパターンでも選択率に大きな差がなく，無難な
形状として支持されている様子が伺われる．
タイプ B（植生有，水辺アクセス有）は，水辺不快

感が低い住民に支持されており（パターン 3，7，8，
4），環境問題意識が高いと支持が特に高くなる（パ
ターン 3，7）．逆に水辺不快感が高い住民には支持
されない（パターン 6，2，5）．4つのパターンのなか
ではもっとも自然な形状であるが，水辺に感じる不
快感の程度によって住民の支持が大きく割れること
がわかる．
タイプ C（植生無，水辺アクセス有）は，水辺有用

感が高い住民に支持されており（パターン 4，2，1），
環境問題意識が高い住民には支持されない（パター
ン 7，3）．パターン 3，7についてはタイプ Bとタイ
プ Cで対極になる選択結果となっており，アクセス
可能な水路形状にあっても，自然環境の回復を望む
か否かで支持が割れている．
タイプ D（植生無，水辺アクセス無）は，水辺不快

表-2 「水辺全般への意識」の因子分析結果

表-3 「居住地周辺環境の認識」の因子分析結果

図-3 水路タイプ選択のネットワーク図
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問題への意識および居住地周辺環境の認識の高低
と，水路タイプの選択の 7つの変数をもとにベイジ
アンネットワークを構築し，水路タイプ別の選択確
率を推定する．

（2）分析結果
水辺全般への意識，環境問題への意識，居住地周

辺環境の認識の回答結果について，因子分析（バリ
マックス回転）を行い，固有値が 1以上の因子を抽
出した．分析には IBM SPSS Statistics Ver. 23を用い
た．水辺全般への意識は 2因子が抽出され，各質問
項目の因子負荷量から，第 1因子を「水辺有用感」，
第 2因子を「水辺不要感」と定義した（表-2）．環境
問題への意識は 1因子のみが抽出されたので「環境
問題意識」と定義した．居住地周辺環境の認識では
3因子が抽出され，それぞれ「田園感」「市街地感」
「郊外感」と定義した（表-3）．
これらの因子得点を前述の方法で回答者ごとにバ

イナリー化したデータを説明変数，水路タイプの選
択データを目的変数に見立ててベイジアンネット
ワークを作成した．なお，ネットワーク図作成にあ
たっては，目的変数が原因系となるような線（有効
辺）を与えないような制約条件を与えている．モデ
ルの作成に当たっては R

11）の deal パッケージ12）を
用いた.

得られたモデルを図-3に示す．水路タイプの選択
に直接の影響を与えているのは水辺全般への意識と
環境問題意識であった．次に，水路タイプ選択に関
する条件付き確率を表-4に示す．
タイプ A（植生有，水辺アクセス無）については，
どのパターンでも選択率に大きな差がなく，無難な
形状として支持されている様子が伺われる．
タイプ B（植生有，水辺アクセス有）は，水辺不快

感が低い住民に支持されており（パターン 3，7，8，
4），環境問題意識が高いと支持が特に高くなる（パ
ターン 3，7）．逆に水辺不快感が高い住民には支持
されない（パターン 6，2，5）．4つのパターンのなか
ではもっとも自然な形状であるが，水辺に感じる不
快感の程度によって住民の支持が大きく割れること
がわかる．
タイプ C（植生無，水辺アクセス有）は，水辺有用

感が高い住民に支持されており（パターン 4，2，1），
環境問題意識が高い住民には支持されない（パター
ン 7，3）．パターン 3，7についてはタイプ Bとタイ
プ Cで対極になる選択結果となっており，アクセス
可能な水路形状にあっても，自然環境の回復を望む
か否かで支持が割れている．
タイプ D（植生無，水辺アクセス無）は，水辺不快

表-2 「水辺全般への意識」の因子分析結果

表-3 「居住地周辺環境の認識」の因子分析結果

図-3 水路タイプ選択のネットワーク図

感が高い住民に支持されており（パターン 2，6，5），
環境問題意識が低いと支持が特に高くなる（パター
ン 2，6）．気温緩和の効果を期待して水路はあって
もよいが，積極的に自然環境や利用空間としての価
値を見出さない住民に支持されている．
整備に反対する確率が最も高いのは，水辺有用感，

環境問題意識が低く，かつ水辺不快感が高い住民で
あった（パターン 6）．
居住地周辺環境の認識は，水路タイプ選択に直接

的な影響を与えていないが，水辺全般への意識に影
響を与えている（図-3参照）．具体的には，水辺有用
意識に田園感と緑地感，水辺不快意識に田園感が影
響を与えている．水辺有用意識および不快意識を目
的変数に見立てた場合の各パターンの条件付き確率
を表-5に示す．
水辺有用意識は環境問題意識の高さの影響が支配
的で（パターン p1～p4，p5～8），居住地周辺環境に
ついては，緑地感が高いと水辺有用意識は高くなる
傾向があるが（パターン p1～p2，p5～p6），その影響
は小さい．

水辺不快意識は田園感が高い方が強い傾向がみら
れる（パターン n1）．その理由として，居住地周辺に
すでに水辺があることから，その関わりの中から不
快感あるいは不要感が生じていることが考えられ
る．

（3）水路タイプ選択に関する考察
植生ありのタイプは，環境問題意識が高い住民の

選択率が高い．これは，これらの住民が水路を環境
空間としてとらえていることの表れといえる．
アクセスありのタイプは，植生の有無によって，

選択する住民の特性に大きな違いがある．水辺に対
する不快意識が低い場合は植生ありを，水辺の有用
意識が高い場合は植生なしを選択する住民が多い．
水辺特有の不快感を感じない住民は自然空間として
水辺に触れ合うことを期待しており，オープンス
ペースあるいはレジャー空間としての水辺の有用性
を感じている住民は，利用にあたっての使い勝手の
よさを期待している．
植生もアクセスもない水路タイプを選択する住民

は，環境問題意識が低く水辺の不快感が高いが，な
いほうがよいとは考えておらず，夏場の気温緩和を
主な理由として整備されることを望んでいる．
水路タイプ選択に居住地周辺環境は影響をほとん

ど与えていない．現存しない水路を整備するという
設定にあっては，住民は，自身の水辺全般への意識
や環境問題意識を背景として，居住地周辺環境がど
う変化するかではなく，自分がどういう空間の創生
を望むかに応じて水路タイプを選んでいる．

5. 結論

本研究では，仮に既存の街区に水路を新たに整備
し，親水空間を創出しようとした場合，植生有無お
よび水辺アクセス可否の観点からどのような形状が

表-4 水路タイプ選択確率

表-5 水辺意識を目的変数に見立てた場合の各パターン
所属確率
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支持されるのか，また，それらの選好を規定してい
る要因を，住民アンケートデータをもとにベイジア
ンネットワークにより確率論的に評価した．植生が
あるタイプは 57％，アクセス可能なタイプは 64%の
支持を得ていたが，いずれも望まない人も 11％存在
した． これらのタイプ選択については，水辺に対す
る意識，環境問題への意識の影響が支配的で，居住
地周辺環境は影響をほとんど与えていなかった．
また，植生有無と水辺アクセス可否の視点で水路

タイプを評価した場合，選択率に大きな差がなく，
決め手となるタイプがない．水路タイプを選定する
にあたっては，住民の水辺全般への意識や環境問題
意識を踏まえ，その多様な選好の存在を十分に認識
する必要があり，整備に係る住民を交えた合意形成
の場においては，それらの情報を共有することが重
要である．実際の整備を想定した場合，決め手とな
るタイプがないことを踏まえて，きめ細かなゾーニ
ングを行っていくことが肝要であると考える．
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AN ASSESSMENT OF VARIETY OF PREFERENCES FOR URBAN CHANNEL

SHAPE AND THE FACTORS

Yoshiomi OTSUKA and Toshiya ARAMAKI

Suppose a new water space is created by developing canals in urban area, we carried out an online

questionnaire to residents and stochastically analyzed their preferences for the shape of canal and the factors

by Bayesian Networks. The "type with plants", "type with accessibility" and "type without plants and

accessibility" were supported by 57%, 64% and 11% of residents respectively. The choice of canal type was

strongly influenced by consciousness of general waterfront and environmental issues, however, less affected

by cognitions of neighborhood environment. When implementing consensus building meetings, this

information should be share with residents for enhancing the understanding of diversity of preferences for

canal type.
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